
民
健
康
保
険（
国
保
）法
等
の
一
部
改

正
案
が
成
立
の
見
通
し
に
な
っ
た
。

10
年
来
の
議
論
の
末
、国
保
の
都
道
府
県（
県
）

単
位
化（
2
0
1
8
年
度
施
行
）や
医
療
機
関

の
再
編
成
が
進
め
ら
れ
る
。

ハ
ー
ド
と
ソ
フ
ト
の

二
人
三
脚

　

1
9
6
1
年
度
施
行
の「
国
民
皆
保
険
」は
、

全
市
町
村
に
国
保
の
設
立
を
義
務
付
け
、被
用

者
保
険
の
被
保
険
者
以
外
を
強
制
加
入
さ
せ

て
成
立
し
た
。保
険
者
3
6
7
0
、加
入
者
約

4
9
0
0
万
人
に
上
る
地
域
保
険
の
誕
生
だ
っ

た
。一
方
、地
域
の
中
心
部
か
ら
半
径
4
㎞
、人

口
3
0
0
人
以
上
で
診
療
所
も
な
い「
無
医

地
区
」が
当
時
は
1
4
8
9
を
数
え
た
。

　

国
民
全
員
が
保
険
証
を
持
つ
。そ
の
支
払
い

保
証
に
よ
り
医
療
機
関
の
開
設
･
普
及
を
促

す
。既
存
の
被
用
者
保
険
と
医
療
機
関
の
自
由

開
業
制
を
温
存
し
な
が
ら「
医
療
保
障
」を
広

げ
る
日
本
的
な
知
恵
で
あ
っ
た
。

　

そ
れ
か
ら
半
世
紀
余
り
、市
町
村
合
併
や

過
疎
化
で
国
保
は
1
7
1
7
と
半
減
、う
ち

3
0
0
0
人
未
満
の
小
規
模
国
保
が
4
分

の
1
を
占
め
る
。加
入
者
総
数
は
、75
歳
以
上

が
高
齢
者
医
療
制
度
へ
移
っ
た
影
響
も
あ
り

3
4
6
6
万
人
に
激
減
し
た（
12
年
度
末
）。

　

職
業
別
で
も
農
林
水
産
業
な
ど
の
衰
退
で
、

無
職（
主
に
年
金
生
活
者
）、零
細
事
業
所
従
業

員
、非
正
規
労
働
者
ら
が
大
半
に
な
っ
た
。こ

の
高
齢
・
低
所
得
・
疾
病
多
発
・
零
細
化
の
流
れ

は
弱
ま
る
気
配
さ
え
な
い
。

　

一
方
、西
欧
主
要
国
と
は
異
な
り
、医
療
機

関
づ
く
り
を
民
間
に
委
ね
た
結
果
、病
院
数
・

病
床
数
、病
院
機
能
、診
療
所
と
の
役
割
分
担

な
ど
に
強
権
は
振
る
え
ず
、診
療
報
酬
で
の
誘

導
に
頼
っ
た
。時
代
の
激
変
を
横
目
に
医
療
制

度
へ
メ
ス
を
入
れ
る
取
り
組
み
は
後
手
に
回
っ

た
。

　

今
回
の
国
保
法
改
正
は
、皆
保
険
の
基
盤
を

市
町
村
か
ら
県
単
位
へ
枠
組
み
を
広
げ
な
が

ら
、そ
の
県
を
軸
に
医
療
供
給
体
制
の
変
革
を

図
る
狙
い
だ
。い
わ
ば
ハ
ー
ド
と
ソ
フ
ト
の
両

輪
が
か
み
合
う
か
ど
う
か
。

最
大
の
難
問
は

保
険
料
の
平
準
化

　

保
険
者
は
県
と
市
町
村
と
の
、い
わ
ば「
共

国
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同
保
険
者
」に
さ
れ
た
。県
は
財
政
運
営
と
医

療
提
供
体
制
に
責
任
を
持
ち
、市
町
村
は
保
険

料
率
の
最
終
決
定
・
徴
収
・
保
険
給
付
・
資
格
管

理
・
保
健
事
業
を
担
う
。

　

財
政
責
任
者
の
県
は
、各
市
町
村
の
給
付
費

見
込
み
を
立
て
、医
療
費
水
準（
高
齢
化
率
を

調
整
）と
所
得
水
準
を
反
映
さ
せ
た「
納
付
金
」

を
決
め
る（
分
賦
金
方
式
）。同
時
に
標
準
的
な

保
険
料
算
定
方
式
や
市
町
村
規
模
別
の
標
準

的
な
収
納
率
を
基
に
各
市
町
村
に
、い
わ
ば
望

ま
し
い
標
準
保
険
料
率
を
示
す
。こ
れ
ら
を
参

考
に
市
町
村
は
算
定
方
式
や
保
険
料
率
を
決

め
る
。　

　

市
町
村
側
は
標
準
よ
り
高
い
収
納
率
を
達

成
す
る
と
、保
険
料
率
を
標
準
よ
り
低
く
抑
え

ら
れ
る
。県
側
は
必
要
な
財
源
を
納
付
金
と
し

て
確
実
に
収
納
で
き
る
。両
者
の
利
害
錯
綜
を

背
景
に
す
る
妥
協
で
、県
内
の
保
険
料
率
が
す

ぐ
平
準
化
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
。し
か
し
、

次
第
に
標
準
保
険
料
率
に
応
じ
た
納
付
金
へ

統
一
さ
れ
、高
齢
化
率
が
同
じ
市
町
村
で
は
同

じ
応
益
負
担（
均
等
割
、世
帯
割
）に
な
っ
て
い

く
だ
ろ
う
。

　

県
に
も
国
保
運
営
協
議
会
が
置
か
れ
、統
一

的
な
運
営
方
針
を
定
め
る
が
、被
用
者
保
険
代

表
を
加
え
、巨
額
の
仕
送
り
に
見
合
う
発
言
権

を
保
証
す
る
こ
と
が
不
可
欠
だ
。

最
大
の
課
題
は

病
院
群
の
再
編

　

人
口
10
万
人
対
病
床
数（
一
般
病
床
）は
、最

高
の
高
知
県
で
1
0
5
8
・
6
床
、最
低
の
埼

玉
県
で
は
4
8
8
・
9
床
。平
均
在
院
日
数（
全

病
床
）は
、最
高
の
高
知
県
で
50
・
7
日
、最
低

の
神
奈
川
県
で
は
24
・
0
日
。こ
の
病
床
の
多

少
と
入
院
期
間
の
長
短
が
、入
院
医
療
費
の

高
低
を
も
た
ら
す（
2
0
1
2
年
・
厚
労
省
分

析
）。

　

病
院
群
の
役
割
分
担
、適
正
な
病
床
数
、早

期
退
院
と
受
け
入
れ
先
の
確
保
を
い
か
に
進

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
の
教
授
を
経

て
、目
白
大
学
生
涯
福
祉
研
究
科
・
客
員
教
授
。厚
生
労
働
省「
社
会
保
障

審
議
会
」委
員
、財
務
省「
財
政
制
度
等
審
議
会
」委
員
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉

フ
ォ
ー
ラ
ム
・
ジ
ャ
パ
ン
」会
長
も
務
め
る
。

め
る
か
。そ
の
主
役
を
県
が
務
め
る
こ
と
に

な
っ
た
。

　

た
と
え
ば
、高
齢
者
が
肺
炎
や
骨
折
で
急
性

期
病
院
へ
運
ば
れ
、長
期
入
院
す
る
現
状
で
は

病
院
は
救
急
患
者
さ
え
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
。

治
療
後
は
回
復
期
や
慢
性
期
の
病
院
へ
移
る
。

が
ん
や
心
筋
梗
塞
も
高
度
急
性
期
病
院
で
命

を
取
り
留
め
た
後
、容
体
に
応
じ
転
院
し
て
も

ら
う
。

　

そ
ん
な
2
0
2
5
年
を
目
指
す「
地
域
医

療
構
想（
ビ
ジ
ョ
ン
）」の
策
定
が
始
ま
る（
図

参
照
）。民
間
病
院
が
大
半
だ
け
に
地
域
別
の

人
口
の
激
変
・
疾
病
構
造
の
変
化
・
患
者
の
受

療
行
動
な
ど
の
デ
ー
タ
を
示
し
、医
療
機
関
の

自
主
的
な
対
応
を
促
す
ほ
か
な
い
。た
だ
し
、

病
院
機
能
の
転
換
や
病
院
間
の
連
携
・
統
合
な

ど
に
必
要
な
資
金
は「
地
域
医
療
介
護
総
合
確

保
基
金
」か
ら
補
助
さ
れ
る
。

　

壮
大
か
つ
パ
ッ
チ
ワ
ー
ク
の
よ
う
な
構
想

だ
け
に
、県
と
市
町
村
と
医
療
機
関
が
受
け
止

め
ら
れ
る
か
ど
う
か
。か
み
砕
い
た「
説
明
責

任
」が
ま
ず
問
わ
れ
る
。
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地域医療･介護の再編成へ

各都道府県で病床機能報告制度（2014年～）

地域医療構想（ビジョン）の策定（2015年～）

二次医療圏（３４９圏）ごとに「調整会議」　

医療機関による自主的な機能分化・連携

「地域医療･介護総合確保基金」の活用
医療計画と介護保険事業計画との一体的策定
非合理な計画等に対する知事の権限行使


